










Big mergers of contemporary rural areas in
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あり､ 時々バスなどの公共機関を用いるだけである｡ 車社会ではない｡ 勤め
先の企業とか買い物するスーパーはなく､ さらに熊本や東京など都会とはほ








は､ 基本的には次の３点である｡ まず､ 第１に､ 行政機構として町村合併を



































































山都町に限らず､ 日本の一般的な農山村の人々は､ 1960年頃までは､ 典型
的な定住型生活を送ってきた｡ この定住型社会の暮らし方は､ 江戸時代と言
うよりほぼ室町時代から連綿と続いてきたものである｡ すなわち､ 明治期頃




して認識されてきた｡ 明治以降､ バスや鉄道が発展しても､ 1960年頃 (車社




れる小字集落によって形成されてきた共同体) との ｢マチ・ムラ連合｣ を基
現代農山村における平成の大合併と戦略的な地域政策 19
本的な生活基盤・生活圏としてきたのである｡ すなわち､ 日本の地域社会と
は､ ｢マチ・ムラ連合｣ によって出来ていたのである｡ 東京､ 京都､ 大阪な
どの都市住民の暮らしとは､ 性格が著しく異なっていた｡ また､ 地方の人達
は､ それらの都市との直接的な関係をほとんど持たずに暮らしていた｡
鈴木榮太郎は､ 『日本都市社会学原理』 の中で､ 日本の行政や企業の権力
や物資および情報などが【首都・東京－地方大都市・福岡－県庁所在地・熊
本 地域のマチ・浜町 各地の集落】と言う形態の連続性を持ちながら流れ
ていることを 『結節機関説』 として提示していた｡ このように､ 山都町の人々

















存を増大させた｡ すなわち､ 地域社会にとって､ ムラ (集落組織) よりも役
場 (行政機構) が､ 重要になってきたのである｡
それでも､ 昭和の大合併の頃 (1953年～1955年) は､ まだ農林業が国内   の10％近くを占め､ 人口の７割が農山村地域に住み暮らしムラがまだ機
能している中での､ 産業化や都市化の進行に合わせた行政機構の合併であっ




大きく変えた｡ ムラは自立性を低下させたが､ 一方､ 地方から都市に出てき
た産業労働者が生み出した   の急激な伸びは､ 豊かな財源を持つ国家行政














向性が出始めている｡ それが､ 政策的には ｢官から民へ｣ の構造改革路線で




そこで､ 地域社会と行政機構の相違や､ むらやマチ､ そして都市について
の呼び名 (名称) の相違について､ 少し整理しておくことも必要であろう｡
まち (マチ・町・街)､ むら (ムラ・村・邑) ・とし (市・都市・都会)
と言う言葉は､ 人や使い方によっていろんな意味を持つ｡ 矢部町や山都町の
町と､ 浜町のマチは意味が異なる｡ 同様に清和村の村と井無田のムラも意味




まず第１に､ 市・町・村は､ 行政機構の統治範囲として使われる｡ すなわ
ち､ 清和村とか蘇陽町とか菊池市とかである｡ 菊池市は行政上は市ではある
が､ 決して地域社会的には都市ではない｡ 山都町より人口規模が少し大きな
｢マチ｣ (隈府) と ｢ムラ｣ (集落) の連合体である｡ 行政機構の範囲は､ 行






なったわけではない｡ 相変わらずムラ人である｡ 行政上の勝手な都合が､ む
ら・まち・としの意味を曖昧にし､ 混乱を引き起こしてきたことは事実であ




４) ムラ､ マチ､ 都市の三分類とその定義
地域社会とは､ ｢その時代状況の中で､ 第１に､ 人々が生活 (生産および
消費) していくために不可欠な人間関係や社会集団および社会経済システム




｣ と定義することができる｡ そして､ この地
域社会は大きくムラ､ マチ､ 都市に三分類できる｡
① ｢ムラ｣ は､ 農林業をベースとした経済社会の上に､ 定住性の高い人々が､
濃密な人間関係や我々意識を持つ小字集落と大字集落までの範囲の土着的な
地域社会｡ 山都町では浜町と馬見原を除いたすべての集落｡




も人々の可視下 (見知っている人達が暮らしている範囲の内) にあり､ 人々
の共同活動や我々意識も強い｡ 山都町では､ 浜町と馬見原がマチである｡ 日
本の地方都市のほとんどは､ このマチ的性格を有している｡ 長らく ｢マチ｣
は, ｢ムラ｣ とワンセットの連合体を形成してきた｡




から言えば､ ムラやマチより相対的に恵まれている｡ ただし､ その恩恵は金
銭的手段によって購(あがな)えるものであり､ 低所得者には生活しずらい場
所でもある｡ 次に､ 住民は移動性 (引っ越し) や流動性 (通勤や通学) が高
く､ 社会関係的には不安定であり､ 圧倒的に見ず知らずの人々の共同居住区




が､ 問題が多い｡ いわゆる“コミュニティ注５”と言うのは､ ｢都市部の見ず
知らずの人々によって､ 生活上最低限必要な共同活動によって共同性を保持
している地域社会｣ のことを言う｡ すなわち､ ゴミ出しや交通安全指導 (緑
のオバさん) 活動などの行政の補完的活動が多く､ 地域全員ではなくて少数
の当番やボランティア的な人によって共同性が担われている｡ “コミュニティ”
と ｢マチ・ムラ｣ の共同性は､ 似て非なるものである｡ 山都町は正真正銘の
｢ムラ・マチ連合｣ である｡ 都市化が進んでいるとは言え､ 山都町の将来像









を､ 住民同士どう図るかも非常に重要な課題でもある｡ すなわち､ 三町村の
地域住民が､ 相互にどのような新たな関係性 (ネットワーク) を作り上げる
かであり､ 同時に新しい山都町像をどう画くかである｡ この課題に対しては､
山都町が､ 従来から持っている村落共同体的な住民同士の相互扶助をベース






ている｡ 逆に言えば､ 過疎化､ 高齢化などが長期間進行し､ 人口減少・世帯
減少が激しくなっている｡ また､ 車社会の深行は､ 勤めの増加や購買なども
都市部や国道筋のスーパーなどに吸収され､ 浜町や馬見原の商業や結節機能
は衰退し､ 地域の中心性が薄れ初めている｡ それ故､ 近年多くの農山村自治
体は､ 内発的・自主的なマチづくりの成果が上がらない中で､ 人口交流論を
ベースに都市農村交流やグリーン・ツーリズムなど都市住民に“夢”を託す
形で､ 都市依存を益々強めている｡ 現代社会は､ 1960年以前の社会ではない｡
農山村と都市の関係性は非常の強くなっていくだろうし､ 山都町における都
市的機能の整備も地域社会の発展にとって非常に重要なものとなってきてい
る｡ だからといって､ 安易に都市依存を高めた場合､ 地域社会の空洞化が益々
強まることも多い｡ すなわち､ 中心市街地の空洞化と個性のない地域社会の
進展により､ 地域の輪郭がボケ始める｡ 都市との関係性や都市的機能の取り
込み方は､ 今後の農山村 (山都町) にとって非常に重要なものとなるだろう





男 ( 9,689人) 女 ( 10,410人)
人 口 450 225 年 齢 225 450 人 口
28 65 90～以上 55 253
36 24 88～89 86 70
45 45 86～87 80 74
63 45 84～85 127 102
79 66 82～83 138 141
106 98 80～81 172 157
111 117 78～79 175 185
168 138 76～77 189 168
174 145 74～75 174 174
162 165 72～73 176 189
146 155 70～71 185 170
157 138 68～69 192 195
131 156 66～67 144 188
114 114 64～65 144 156
105 117 62～63 146 160
97 109 60～61 107 141
180 78 58～59 147 72
217 189 56～57 163 148
195 192 54～55 166 147
187 190 52～53 169 166
173 159 50～51 149 140
141 142 48～49 122 145
127 143 46～47 123 116
123 120 44～45 96 105
102 97 42～43 117 108
90 78 40～41 117 83
95 71 38～39 88 85
74 71 36～37 65 72
80 50 34～35 61 78
90 65 32～33 69 57
70 72 30～31 72 59
84 88 28～29 86 75
87 90 26～27 77 76
94 76 24～25 74 71
99 90 22～23 87 93
100 98 20～11 93 89
108 84 18～19 94 87
138 130 16～17 111 116
105 101 14～15 91 89
92 89 12～13 63 96
92 97 10～11 78 69
84 84 8～9 65 60
69 76 6～7 65 68
58 62 4～5 47 69
48 70 2～3 46 58
60 56 0～1 38 61



















































んどに妥当する｡ なお､ 日本人 (特に年輩者) は､ 人口が減少することは社
会が衰退することだと頭から考えているが､ そうでもない｡ デンマークは
500万人､ ノールウェーイ､ ニュージランドは400万人である｡ 福岡県の人口
の520万人より少ないが､ 高度な生活水準を誇る国として世界的に認知され
ている｡ 一方､ 人口の多い中国､ インド､ インドネシアなどは､ 未だ発展途







うことである｡ なお､ イギリスやノールウェーイの､ 山都町などよりももっ
と人口が少なく人口密度が希薄な町で､ 町が“過疎”だとは聞いたことがな
い｡ “過疎”とは図－４の如く急激に人口が増えて､ かつ人口が急激に減っ
たところである｡ 山都町も､ 明治初年から増え始め､ ピークの昭和25年の約
45､000人まで増えて､ 昭和30年頃から急激に人口が減り始めている｡ すなわ
ち､ 矢部町も清和村も蘇陽町も昭和30年頃の昭和の大合併した時が､ 人口が
一番多く､ 以降ひたすら人口減少が続き､ 平成の大合併時には､ 人口20 103

















しておく必要がある｡ まず､ この50年間で､ 我々の暮らしは大きく変わった｡
家族の極小化や情報化など様々な生活上の大きな変化があったが､ 人々の移
動が    (徒歩) から    (車) に変わったことも､ 我々の暮らしや地域
社会のあり方を大変動させた要因の一つである｡
車は､ 非常に便利であり､ 短時間で徒歩と比べものにならない距離を移動
できる｡ さらに､ かなりの重量物をも搭載できる｡ 車の出現が､ 日本社会を
定住型の農業社会から高度移動型の産業社会に造り変えたと言っても過言で










も言える｡ また､ 通潤橋などの観光地も､ 車によって客が来るかと思えば､
逆に何も買わずに客が逃げ出しているところも多い｡
このように､ 車の利便性は､ 地域社会に人的な集積効果を発揮する場合も









銀行､ 農協､ 郵便局, 医院､ 商店､ パチンコ店､ 飲み屋などの集積と緊密な
連携とが､ 相まって総合化されることで中心性が発揮される｡ 役場はその核
である｡ 現代の多くの農山村では､ その中心性が周辺の都市に奪われたり､





















の振興､ 都市農村交流事業､ グリーンツーリズム､ 道の駅 (｢道の駅｣ は､
農水省の事業ではなく､ 国土交通省の事業である｡ なお､ 道の駅の基本的コ
ンセプトとネーミングは筆者が1999年に行ったものである) などの事業展開





化する｣ と言う提案や施策は､ 詐欺である｡ 人口１万の町は１日１万人の人
口であり､ 100万人の交流客は年間365日の交流客である｡ 町の人口は､ 年間
だと365万人おり､ 100万により圧倒的多い｡ すなわち､ 都市農村交流論は基
本的には､ 詐欺的論理なのである｡ 冷静に都市農村交流の経済的効果を考え
てみれば､ 地元の365万人の安定的な消費者よりも､ 不特定多数の都会の消


















は決してなっていない｡ 多分､ ほんの数カ所を除けば､ 将来も切り札になら









に危険なことである｡ わずか10年前まで､ 『一村一品運動』 が､ 地域興しの
切り札的政策であり､ 行政主導で全国的にフィーバーしたが､ どこか ｢一村
一品運動｣ で活性化した地域があるのか｡ 大分県ですら知事が変われば､ 一
村一品運動は捨てられた｡ この間に､ 農山村の相続問題や担い手問題､ さら
に雇用問題や花嫁問題などは､ ますます深刻化してきた｡しかし､ これらの
問題に真正面から本格的に対応しようとした自治体は､ ほとんど見あたらな
い｡ 一村一品運動で“夢”を見続けたツケは怖い｡ 行政の人々は､ 一村一品
の賞味期限が切れたので､ 非常に安易にグリーン・ツーリズムを持ちだして
きている｡ 大分県安心院町は､ グリーン・ツーズム特に､ 農家民泊で有名で
















経済効果は､ その結果として付いてくると考える方がよい｡ また､ マスコミ
など取り上げられているグリーン・ツーリズムの農家民宿や農家レストラン






あり､ ④料理作りが大好きで､ かつ話も好きで､ ⑤夫の協力を得れる人と言





られ､ その準備をする必要がある｡ 湯布院は､ 自然や田舎をウリにしている
からグリーン・ツーリズムだと思っているかもしれないが､ 素人の集団では




から､ 年間400万人の来客があり､ 観光立地の町として成り立っている｡ し
かし､ ｢この400万人の客は､ 現在の湯布院には多すぎる｡ 300万人に削減す




あろう｡ このように､ プロ集団は､ 非常に厳しく自分たちの町を見ている｡
山都町も､ 清和の農民文楽を､ 行政と地元が一体となって ｢清和文楽の里｣
にまで高めてきたりした経験がある｡ 通潤橋もある｡ ｢そよ風パーク｣ も馬
見原の街並もある｡ これらの資源を総合的に組み合わせ､ プロ的な見地から
経済効果がどれくらい出るのかを検討することも､ 今後の行政の重要な課題
である｡ ｢清和文楽の里｣ の事業も､ 純経済的視点から見れば､ 町の持ち出




































である｡ さらに､ 素人集団が活動主体となっているグループと､ プロ集団が
事業主体となっているグループを分類したものである｡
３) 内発的発展の道― 型集落点検の奨め
農山村 (山都町) の将来は､ ①人口も減少するし､ 世帯も減る｡ しばらく
は高齢化も進む｡ 非常に厳しい状況にあると言わねばならない｡ ②だからと
いって､ 交流人口論のように都市の人々に依存しても､ 全面的解決にはなら




ここで､ 農山村 (山都町) の将来像を画こうとした場合､ 絶対しなければ
ならないことがある｡ 集落単位での各世帯の構成と他出者の動向である｡ す
なわち､ 【 型集落点検】である｡ まず第一に､ 各集落ごとに (調査の時は
葬式組み単位で) それぞれの家に誰が何人住んでいるのかを調べる｡ 続柄､
年齢､ 職業の三属性だけでよい｡ これを､ 住民自ら調査し､ 集落マップに書
き込むのが一番良いが､ ダメなときは､ 役場の住民課が住民台帳を基に作成
しても良い｡ 第２に､ 他出している息子や娘および孫の他出先の場所と年齢､


























































































































【 型集落点検】をすると､ 農山村 (山都町) の集落の人々は驚愕するだ
ろう｡ 多分､ 多くの集落で､ 一人世帯の家が30％､ 二人世帯が25％､ 三人世
帯が20％､ と集落の全世帯の２／３が三人以下の世帯になっていることに驚
く｡ 本当に､ 今後どうするつもりだろうか｡ グリーン・ツーリズムで農村の
活性化などと言った“夢”みたいな対策で対応できるのだろうか｡
厳しいかもしれないが､ 確実に世帯は減少する｡ 人口も減少する｡ それで
も､ 生きていかなければならない｡ その為の答えは､ 苦しくても地道に足下
を見据えて､ 集落の人々で話し合っていくことだ｡ それを､ 行政がサポート
する｡ 例えば､ ①世帯は減るが､ 人口はもうそれほど減らない｡ だから､ 今
後も確実に持続する人と世帯を確定して､ その家族・世帯を軸に集落のあり
方を再構築していく方法を考えていく｡ ②また､ 独居､ 75歳のおばぁさんだ































































③さらに､ もし次女夫婦が帰って来られない場合でも､ 次女が､ １～２週間
に一度山都町に帰ってきて､ 老親の世話をするコミューター体制を確立する
こともできる｡ 介護保険にだけ頼っていたら､ 年寄り自身もきついし､ 行政
の負担も大変である｡ そして､ 世帯・人口が減少しても､ 住民が生き生き暮
らしていける自立の体制を再びつくることである｡
【 型集落点検】は､ 農山村 (山都町) に現在居住している人たちだけで､




流は､ 本来ターゲットを決めて行っていく必要があった｡ まず､ 第１は､ 他
出している家族・近親者との交流｡ 第２は､ 都市に住む集落の出身者｡ 第３
が､ お金を持ってきてくれる都会の赤の他人である｡ 農山村の人々の暮らし
にとって最も大切なものは､ お金ではなく家族である｡ その為､ 直接的に各
家の家族員・親族の状況をしっかり把握することから､ ムラづくり､ マチづ
くりを始めることが必要である｡
我々は､ ここ近年､ 生きていくための生活資源を､ ほとんど経済的・物質
的資源に依存しすぎてきた｡ 我々は､ 経済的・物質的資源だけでなく､ 本来､
人間関係資源にも大きく頼ってきていた｡ 農山村は､ お金に目を奪われてい
る内に､ 最も重要な人間という資源をひたすら都市に放出し続けてきた｡ 都
市が暮らしやすい場所とは､ 必ずしも言えなくなった現在｡ 農山村 (山都町)




農山村 (山都町) の人口ピラミッドから見て､ 一番重要な世代は､ 30代女
性である｡ この30代女性の動向が､ 農山村 (山都町) の将来を大きく左右す
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る｡ この30代女性の数が､ 山都町における将来の子供の出生数を決める｡ と
同時に､ 年寄りの介護・福祉の直接的担い手ともなる (当然､ 公的支援との
組み合わせをベースに)｡ さらに､ 夫をサポートしながら現在の生活を切り
盛りしていく｡ 特に､ 消費 (買い物) をどこでするかは､ 彼女たちが決定権
を持つ｡ すなわち､ 山都町の未来・過去・現在のあり方を決定する最重要世
代である｡ この30代女性が､ 山都町はつまらないと､ そっぽを向ければ山都
町の将来は非常に暗い｡ しかし､ この世代に対する行政からの働きかけは､
ほとんどない｡
この人達が､ どこで買い物をするのか､ 町内なのか町外なのか｡ 子供達を､
どう育てているのか､ などが非常に重要な事柄であることは明白である｡ し
かし､ 日常的なことなので､ 改めて行政から対策などは打ってこなかった｡
また､ 30代女性は､ 仕事､ 家事､ 育児と非常に忙しい｡ だから､ 魅力がなけ
れば､ 会合やサークル活動にはほとんど参加しない｡ しかし､ 集まってくれ
ないからと言って放置していては､ 問題は一つも解決しない｡ この問題に関
しては､ 30代の女性自身で話し合って解決してもらうのが一番である｡ 早急
に仮称 ｢山都町の明日を考える！ 30代女性の会｣ を立ち上げるべきである｡
同じことが､ 花嫁対策問題でも言える｡ 山都町でも､ 花嫁問題は非常に厳




アリバイ行政的色合いが強かった｡ すなわち､ 議会が問題にするから､ 執行
部で有効性があるとは思えないが､ 仲人制度と報償金を軸とした花嫁対策室
を作ってきた｡ 議会側も､ それで了承してきた｡ しかし､ 実際には､ 問題は
ほとんど解決出来ていない｡ この場合､ 花嫁対策室の委員を､ 年輩者から､
実際に山都町に嫁としてやって来た若い嫁さん達に替えるべきである｡ 彼女
たちが､ 一番若い女性の結婚事情に詳しいし､ 結婚対象の女性の知り合いが
多い (調査では､ 現在の結婚の契機は､ 仲人よりも友達の友人が一番多い)｡
できれば､ 報奨金は､ 嫁に来た彼女たちに支給して欲しい｡ 彼女たちが最大




の不安である､ 友達が出来るか否かと言う問題は､ 直ちに解決できる｡ 何よ
りも､ この若い花嫁たちの対策室の委員は､ ｢嫁に来て良かった町｣ と言う
宣伝機能を持つと同時に､ そのまま子育てグループになっていき､ そして小
学校の   の主力会員となる｡ そして､ ｢山都町の明日を考える！30代女性
の会｣ の主力メンバーとなる｡ すなわち､ 若いお嫁さん達に､ 住み易く､ 子
育てのしやすい地域づくりネットワークを作ってもらうことになる｡
最後に､ 人生80年時代に関しては､ 農山村の暮らしが見直される最大の契
機になるかもしれない｡ 人生60年時代は､ 生産力､ 競争力の時代であった｡
だから､ 都市が農山村よりも優位性を持っていた｡ しかし､ 人生80年になる
と､ 生産力よりも仕事などの持続性､ 競争よりも共同性の方が重要になって
くる｡ 分かりやすく言えば､ 60歳すぎたら､ お金より仕事の継続､ 会社の地
位より一緒に酒が飲める友人の数の方が､ 重要になってくるのである｡ 現在
すでに､ 人生60歳では死なしてくれない｡ そして､ 都市部では多くの定年退
職者がするべき仕事もなく､ 巷にあふれ始めている｡ 都市は､ 60歳以上の人
には住みづらい所かもしれない｡ それ故､ ｢定年帰農｣ ｢団塊の世代の ター
ン｣ などが､ 叫ばれている｡ 全体として､ 都市の生活環境は､ 災害の頻度や
物価高､ さらには居住性の悪さから､ 非常に低下してきている｡










注１, 熊本県の市町村合併に関しては､ 朝日新聞2005年11月28日西部版 ｢朝日懇話会くまもと―合
併でどう変わる くらし先進県をめざしてー｣ などにまとめられている｡
注２, 山都町は熊本県の東部に位置し､ 宮崎県五ヶ瀬町､ 椎葉村と接し､ 阿蘇南外輪山から九州山
地の脊梁までを圏域とし､ 標高は､ 300ｍ～900ｍにあり地形的な変化は厳しい｡ 面積は､ 全体
で544 83平方キロメートルを有し､ 東西約33キロメートル､ 南北約27キロメートルにも及び､
県内屈指の面積である｡ 内訳は､ 山林・原野が72％を占め､ 次いで田・畑16％､ 宅地１％となっ
ており､ 北部はなだらかな高原状を呈しているが､ 南部は九州山地の山々が連なり､ これらを
水源とする緑川､ 五ヶ瀬川が流れ､ 起伏の激しい中山間地を形成している｡ 人口20 333人 (男
9 763人､ 女 10 570人) 世帯数6 378世帯である｡
山都町の行政的な歴史は､ 平成17年２月11日に矢部町､ 清和村､ 蘇陽町の３町が合併致して
発足したが､ この地域の近世以降の統治システムは､ たびたび変化する｡ まず寛永９年 (1632
年) 以降の細川藩の地方統治の手永制度では､ 矢部と清和の朝日地区は矢部手永､ 清和小峰地
区と蘇陽は菅尾手永に属していた｡ そして明治22年の市町村制度の発足によって､ 矢部で１町
５村､ 清和で２村､ 蘇陽で１町２村の明治の行政町村が生まれている｡ 特に､ 浜町と馬見原が
町制であったことが注目される｡
昭和28年から32年にかけて､ いわゆる ｢昭和の大合併｣ により､ 昭和30年２月１日に､ 明治
22年に出来た明治の行政村である浜町､ 下矢部村､ 白糸村､ 御岳村が合併し矢部町になり､ つ
いで昭和32年４月１日に中島村､ 名連川村を編入合併し､ 現在の矢部町が誕生した｡ 昭和31年




注３ 日本の総人口は､ 平成16年10月の推計値である１億2777万人をピークに､ 平成17年度 (2005
年) 10月の国勢調査では１億2775万人に減少しており､ 明治以降の人口増加が止まった｡ すで
に､ 大きく社会の基本構造が変化し始めている｡
注４ この定義は､ 鈴木栄太郎の 『日本農村社会原理』 をベースに､ 徳野が手を加えたものである｡
拙稿 『社会学 現代と人間』 千石好郎他､ 1989､ 建帛社を参照｡
注５ コミュニティに関する概念や定義は､ 拙稿 ｢村おこしの原型から学ぶ｣ 鈴木・木下編 『まち
を設計する』 1997､ に詳しく整理している｡
注６ 本調査は養父信夫 ｢グリーン・ツーリズムの日本社会における展開可能性について｣ 2004､
熊本大学大学院文学研究科の修士論文に､ 徳野が手を加えたものである｡
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